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農村農協の経営悪化構造
――地域間比較から――

〔要　　　旨〕

１　1990年以降の農業生産の縮小や農産物価格の低迷，事業シェアの低下等によって，農協

諸事業全般的にその取扱実績は減少に転じ，その傾向は特に90年代半ば以降に顕著になっ

てきた。事業不振は事業総利益及び事業損益の減少となって表れ，近年，損失組合の増大

や赤字が巨額化する傾向にある。但し，農協経営悪化の傾向は全国一様ではなく，組合員

戸数規模や農業地帯別で大きく異なっている。

２　特に遠隔地農村地帯の農協では，地域農業の衰退に起因する事業の成長性・収益性低下

を，リストラや共済推進の強化で回避できないでいる。とりわけ，推進体制を強化した共

済部門の生産性低下が大きく，その限界労働生産性はゼロ以下になってきており，共済依

存型の農協経営の限界が表れている。その傾向は東北で最も顕著である。

３　また，事業損益の大幅な減少に対して，事業連からの推進・奨励費等の農協内留保を高

めて，経常損益や剰余金を捻出しようとする傾向もみられる。但し，遠隔地農村地帯では，

収益力の低い小規模の県事業連が多く，還元利益に強く依存することはできない。これら

の事情が，農村農協の当期損益において著しい悪化をもたらしている。

４　以上のように，バブル経済破綻後，農協事業は停滞局面に移行するのだが，90年代半ば

以降の経営損益状況でみれば，農協の経営悪化が著しく進行している地域は，主に東北や

北海道，九州（沖縄）の遠隔地農村地帯である。今後とも地方経済や農業経済環境の厳し

さを展望すると，経済立地条件の不利な中山間地農村の農協を中心として経営悪化がさら

に進み，とりわけ東北，九州では経営困難に至る組合の発生・増加が懸念される。

青　柳　　斉
＜新潟大学農学部教授＞



年ぶりにプラスの0.9％に転じている。但

し，対比する01年度の事業総利益が前年に

比べて大幅に落ち込んでおり（前年比△

3.8％），02年度の実績は00年度の水準をか

なり下回る。また，当年度に事業総利益が

やや持ち直したのは，貸倒の引当て・償却

費が減少したことや，ＢＳＥ問題で落ち込

んだ畜産物販売等が回復したためで，本格

的な事業実績の伸長によるものとは言えな

い。その意味では，依然として農協の事業

総利益は低迷基調にある。

また，90年代後半に入り，各事業部門の

労働生産性が全般的に低下し，その結果，

96年以降は事業利益が大幅に減少する。バ

ブル絶頂期の90年の事業利益は3,735億円

であったが，95年にその約半分の1,904億

円，そして01年にはわずか261億円まで激

減している。

このような事業利益の激減及び経常利益

の減少は，最終的に当期損益の悪化となっ

1990年以降の農協経営を概観すると，バ

ブル崩壊を契機として農業生産の縮小や農

産物価格の低迷，事業シェアの低下等によ

って，農協の諸事業全般的にその取扱実績

は減少に転じ，その傾向は特に90年代半ば

以降に顕著になってきた。事業全般の停滞

は事業総利益の減少となって表れ，『総合

農協統計表』（農林水産省）によれば，91年

（事業年度，以下同じ）から01年において対

前年比伸び率がプラスであった年度は91年

と94年，95年のみである。そして，90年と

95年対比では２％の微増に対して，95年か

ら01年では△12％と90年代後半になって事

業総利益が大幅に減少した。

なお，全国農業協同組合中央会（全中）

の経営速報値によれば，02年度の伸びは８
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て表れている。『総合農協統計表』には，

剰余金発生（黒字）組合の「当期剰余金」

と損失発生（赤字）組合の「当期損失金」，

そして，その両者を相殺した「当期損益」

が掲載されている。いま，三者それぞれに

ついて90年代の動向を紹介してみよう。

まず，当期剰余金は，90年を100とした

指数でみると，バブル崩壊の直後に激減し，

93年以降は主に50～60の範囲で横ばいに推

移する。他方，当期損失金は，まず92年以

降になって90年の４倍前後に肥大し，さら

に97年以後になるとその15倍以上に激増し

ている。そして，両者を相殺させた当期損

益では，90年の2,749億円から92年に２千

億円を下回り，さらに97年には１千億円以

下に激減する。90年代半ば以降の経営悪化

状況を自己資本利益率（当期損益／自己資本）

でみれば，90年から95年の平均自己資本利

益率6.1％の高さに対して，96年から01年

のそれは2.2％に低下している。

以上のような農協の経営悪化状況につい

ての理解は，系統組織内外でおおよそ共有

されており，近年の農協改革についての

様々な提案もこのような経営問題の深刻さ

を前提にしている。但し，農協の経営収

支・財務の状況は全国一様でない。これま

で，農協の経営間格差（経営比較）に関す

る統計的分析及び事例実態分析は少なく，

また，農協の組織・事業基盤の地域性に着

目した経営問題の解明と課題の検討が弱い

ように思われる。そこで本稿では，『総合

農協統計表』に依拠して，当該データの加

工計算により，農協経営間格差の特徴とそ

の諸要因の把握に迫ってみたい。

（１） 損失金の巨額化と黒字農協の存在

まず，先の「当期損益」の動向によれば，

当期剰余金の横ばい傾向に対して一方的に

損失金が急増している。ここで，後者の相

対的大きさを両者の比率（損失金／剰余金）

で見てみると，同比率は90年の1.3％から

92年に7.5％へ，さらに97年には前年の

15.6％から一挙に51.5％に急上昇する。こ

のことは，一定程度の剰余金を実現してい

る黒字農協がいる一方で，特に97年以降，

赤字農協の増大とその損失金の巨額化が進

んでいることを予想させる。この点を第１

表でさらに詳しく検討してみよう。

最初に，損失組合数の割合では90年の

2.4％から93年に7.7％，97年には13.1％と増

え，99年には一時的に約２割まで急増する。
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２　農協経営損益の

組合間格差の諸相

第1表　当期損失金・剰余金の計上農協割合等の推移�

９０年度�
９１�
９２�
９３�
９４�
９５�
９６�
９７�
９８�
９９�
００�
０１�

２．４�
３．０�
４．２�
７．７�
８．０�
４．７�
７．０�
１３．１�
１４．７�
２０．９�
１４．１�
１６．２�

資料　農林水産省『総合農協統計表』（各年度版）�
（注）　・・・（不明）は当該年度の『総合農協統計表』に記載されてい

ない。�

損失組合
の割合�

�
�

（％）�

・・・�
・・・�
・・・�
・・・�
１．３�
１．２�
１．５�
４．６�
５．３�
８．０�
６．５�
８．９�

損失金１
億円以上
組合の割
合�
（％）�

・・・�
・・・�
・・・�
・・・�
７．２�
７．３�
６．９�
７．３�
１０．９�
１３．５�
１６．２�
１７．８�

剰余金２
億円以上
組合の割
合　　　�
（％）�

４１�
４７�
１１６�
６３�
６２�
１３４�
１３７�
２５０�
２００�
１７９�
３２１�
５０９�

損失組合
の１組合
当たりの
損失金　�
（百万円）�

７９�
８１�
６９�
５９�
６９�
７０�
６６�
７３�
９８�
１２３�
１４０�
１６８�

剰余金計
上の１組
合当たり
剰余金�
（百万円）�



また，赤字農協の１組合当たり損失金では，

95年及び97年に段階的に増大している。そ

して，損失金１億円以上組合の全農協に対

する割合は，96年の1.5％から97年に一挙

に4.6％に高まり，そのまま上昇し続け01

年には8.9％に至る。このように，損失組

合割合及び損失金は，およそ97年時点で急

上昇しているのだが，損失金の増大は，広

域合併による経営大規模化だけで生じたの

ではなく，規模に比して農協の損失金が巨

額化していることを意味している。なお，

97年以降の損失金の急増には，早期是正措

置や金融検査マニュアルの導入が大きく影

響している。

他方，剰余金計上の１組合当たり剰余金

及び，剰余金２億円以上組合の割合を見て

みると，いずれも98年以降に漸増している。

これは，広域合併によって，主に農協の経

営規模が拡大したことによるものと思われ

る。この事実と黒字組合合計の剰余金が93

年以降，おおよそ1,500億円前後の水準で

コンスタントに推移していること

を考え合わせると，近年に赤字組

合が増大しその損失金が巨額化し

つつも，その傾向は全国一様では

なく，一方で，従前の黒字を達成

し続けている農協が一定程度，併

存していると言えよう。

ここで，『総合農協統計表』の

組合員戸数規模別と農業地帯別に

クロス集計したデータから，農協

間の経営損益状況の多様性をさら

に詳しく検証してみたい。

（２） 農協経営損益の規模間格差

第２表は，組合員戸数規模別にみた農協

の経営成果指標であり，96年から01年の平

均値で求めている。ここで，表中の自己資

本（当期未処分剰余金及び再評価差額金，評

価差額金を含まず）に対する剰余金，損失

金の比率（Ａ）及び，事業管理費に対する

同様の比率（Ｂ）は，自己資本及び事業管

理費が同規模階層では同一と仮定して，赤

字組合の損失金及び黒字組合の剰余金の相

対的大きさを，自己資本・事業管理費（経

営体の大きさを表す指標として仮定）との対

比でとらえてみたものである。

これによれば，組合員戸数２千未満の規

模階層は，２千戸以上１万戸未満の大規模

層と比べると，損失組合の割合や剰余金に

対する損失金の比率，自己資本及び事業管

理費に対する損失金の比率がいずれも高い

傾向にある。但し一方で，自己資本及び事

業管理費に対する剰余金の比率も高い。特

に，500～１千戸未満の未合併農協では，
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８３２�
８７０�
８０２�
８７５�
８３２�
８０７�
７６６�

４．２�
５．７�
４．７�
５．２�
５．２�
４．０�
３．３�

１５．６�
 １４．７�
１５．９�
１３．３�
９．２�
７．２�
１０．９�

８．９�
１２．３�
９．３�
１２．０�
１０．９�
７．１�
５．６�

３１．８�
３０．９�
３０．２�
３０．１�
１９．６�
１２．８�
１９．４�

５９．２�
４６．３�
５４．７�
３１．２�
２７．３�
２７．５�
５２．８�

１３．７�
１５．３�
１４．７�
１０．８�
１３．０�
１３．５�
１５．７�

～４９９戸�
５００～�
１０００～�
２０００～�
３０００～�
５０００～�
１０，０００～�

資料　第１表に同じ    �
（注）　（Ａ）及び（Ｂ）は,集計組合平均の自己資本（当期未処分剰余金及び再評価

差額金,評価差額金を含まず）及び事業管理費に対する当期剰余金及び当
期損失金のそれぞれの割合である。その指標は,各階層別集計組合の自
己資本及び事業管理費が同程度と仮定して,損失計上組合の損失金及び
剰余計上組合の剰余金の相対的大きさを,自己資本及び事業管理費との
対比でとらえてみた。�

第2表　農協組織規模別の経営成果指標（９６～０１年の平均値）�

事業総
利益／
職員数�

（万円）�

当期損
失組合
の割合�
�

（％）�

当期損
失金／
当期剰
余金　�
（％）�

剰余金�

（％）�

損失金�

（％）�

対自己資本�
（Ａ）�

剰余金�

（％）�

損失金�

（％）�

対事業管理費�
（Ｂ）�



労働生産性（事業総利益／職員数＝870万円），

自己資本及び事業管理費に対する剰余金の

比率（5.7％，12.3％）がいずれも高く，５

千戸以上の大規模階層とは大きな格差があ

る。但しその一方で，自己資本及び事業管

理費，また当期剰余金に対する損失金の比

率（それぞれ14.7％，30.9％，46.3％）や損失

組合の割合（15.3％）も高い。以上の統計

的事実は，２千戸未満の小規模農協階層で

は，経営良好な組合と巨額の欠損を抱えて

いる組合が併存する状況を示している。

これに対して，複数市町村域の合併農協

に相当する５千～１万戸未満の規模階層で

は，労働生産性（807万円）が他の規模階層

に比べて低いものの，自己資本及び事業管

理費，当期剰余金に対する損失金の比率

（それぞれ7.2％，12.8％，27.5％）や損失組合

の割合（13.5％）では相対的に小さい。他

方で，自己資本及び事業管理費に対する剰

余金の比率（4.0％，7.1％）も小さい。この

ことは，当該規模階層では，赤字組合の損

失金が規模に比して小さく，経営損益が良

好な組合も悪化している組合も少ないと言

えよう。

他方，広域合併農協の大多数を占める組

合員１万戸以上の規模階層では，自己資本

及び事業管理費に対する損失金の比率

（10.9％，19.4％）では低いが，当期剰余金

に対する損失金の比率（52.8％）や損失組

合の割合（15.7％）が高い。このことは，

広域合併後も経営が改善せず，経営悪化に

陥っている大型農協が多いことを意味しよ

う。

以上のように，第２表の経営成果指標に

おける規模階層間の格差から，各階層間の

農協経営の損益状況は下記のように特徴づ

けられよう。

・２千戸未満の小規模農協階層…巨額赤字の農協

と黒字農協が併存

・２～５千戸未満の中規模階層…黒字農協が多

い，または赤字農協の欠損額が小さい

・５千～１万戸未満の大規模階層…巨額赤字の農

協は少ないが黒字農協も少ない

・１万戸以上の超大規模農協階層…赤字農協が多

い

（３） 農協経営損益の地帯別格差

次に，経営損益の農協間格差を第３表で

農業地帯別に見てみよう。同表の経営成果

指標は前表と同じである。これによれば，

各経営成果比率において，「都市地帯」と

「中山間地」の農協で対照的であることが

分かる。都市地帯では，労働生産性（事業

総利益／職員数）が950万円と著しく高く，

自己資本及び事業管理費に対する剰余金の

比率（4.9％，15.8％）も高い。そして，当

期剰余金に対する損失金の比率（39.1％）

や当期損失組合の割合（11.4％）は他の地

帯より相対的に低い。但し一方で，自己資

本及び事業管理費に対する損失金の比率

（14.0％，45.5％）は他の地帯に比べると極

めて高い。要するに，前述の小規模農協階

層と似て，「都市地帯」の農協の多くは全

般的に経営成果は良好であるが，他方で巨

額の欠損を抱えている少数の農協が併存し

ている。このような特徴は，「都市的農村」
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においてもおおよそ当てはまる。

これに対して「中山間地」の農協では，

その条件不利の事業基盤を反映して，労働

生産性は685万円と地帯別では最も低く，

「都市地帯」の農協とは対照的に，剰余金

に対する損失金の比率（54.7％）や損失組

合の割合（16.3％）は他の地帯より高い。

但し他方で，自己資本及び事業管理費に対

する損失金の比率（13.2％，18.3％）は「都

市地帯」農協よりも低い。そして，自己資

本に対する剰余金の比率（5.0％）は高いほ

うにある。このような点から，「中山間地」

農協の多数は，不利な経済立地条件のなか

で経営が悪化しているものの，巨額の欠損

を抱えた農協は少ないこと，あるいは経営

良好な農協も一定程度存在することを示唆

している。「農村地帯」では，都市地帯と

中山間地の中間的特徴がみられる。

以上のように，近年，損失組合の増大や

その赤字が巨額化する傾向にあるものの，

それは一様ではなく組織規模や農業地帯別

で大きく異なっている。ところで，『総合

農協統計表』では，規模別・農業地帯別の

集計項目が少なく，上述の規模・地帯間格

差の要因解明には限界がある。また，地域

経済や事業基盤

の相違が農協経

営の格差に大き

く反映すると一

般に予想されて

良い。そこで，

農協間の比較を

「遠隔地農村地

帯」（北海道，東北，九州）や「大都市近郊

地帯」（関東，東海，近畿）という地域別に

検討してみよう。
(注１)

（注１）筆者はかつて農協経営財務構造の地域間格
差に着目し，主に『総合農協統計表』や『農協
経営分析調査結果報告』に依拠した統計分析
（主に80年代前半までのデータ）から，本稿で言
う遠隔地農村地帯と大都市近郊地帯との対比で，
前者の財務構造を「増資型」，後者を「内部留保
型」と規定した。詳しい内容は，拙著(1986)
『低成長下の農協経営構造』明文書房を参照され
たい。

（１） 東北，九州の農協事業損益の

赤字傾向

いま，96～01年の事業損益について地域

別に紹介してみよう。まず，同期間の年平

均の事業損益では東北と九州は赤字にな

り，その大きさを同期間の事業管理費平均

に対する比率でとらえるとそれぞれ△

2.9％，△1.6％になる。時系列でみれば，

九州は97年以降から赤字で01年度には黒字

に転じているが，東北ではその後も赤字を

継続している。このことが，当地域の損失
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３　経営財務の悪化が

深刻な農村農協
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資料　第１表に同じ    �
（注）　（Ａ）及び（Ｂ）は,第２表と同じ含意である。�

第3表　農業地帯別の農協経営成果指標（９６～０１年の平均値）�
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剰余金�損失金�

剰余・損失１組
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（百万円）�（百万円）�



組合の高い発生率（後述）と関連している。

また，中四国では事業利益が減少傾向に

あり，00年及び01年には連続赤字に転じて

いる。北海道も96年以降の６年間で赤字年

度が３か年もあり低迷している。従って，

両地域は同期間平均で黒字ではあるが，そ

の事業利益の大きさを事業管理費との対比

でみると0.4％及び1.3％と小さい。

これに対して関東（東山，静岡を含む），

東海，北陸，近畿の事業利益は大きく，事

業管理費対比ではそれぞれ7.5％，14.3％，

5.3％，2.9％と高い。この高い収益力が後

述の分厚い内部留保を形成させている。な

お，時系列的な傾向では東海，北陸が横ば

いで収益力を維持しているが，関東及び近

畿は減少傾向にある。

ここで，収益力の大きさを自己資本利益

率の指標でとらえてみよう。全国的には，

90年代前半（90～95年）は年平均6.1％と後

半（96～01年）の2.2％より高い。特に関東，

東海では７％以上の利益率であり，これに

対して東北は2.9％と著しく低かった。90

年代後半（96～01年）については，第４表

で詳しく見てみよう。まず，対自己資本の

剰余金，損失金の比率（同期間平均）では，

東北は両者とも低いが，剰余金よりも損失

金が上回り，相殺した合計では△0.2％と

赤字になる。九州でも両者は拮抗しており，

その差は0.9％と小さい。これに対して，

関東，北陸，東海では３％以上の高さにあ

る。このような自己資本利益率の地域的格

差は，基本的に前述の事業損益の水準を反

映している。

ここで，剰余金に対する損失金の大きさ

を両者の相対比（損失金／剰余金）でみれ

ば，東北及び九州ではそれぞれ109.5％，

75.5％となる。また，損失発生組合の割合

では，両地域は20％以上の高さになる。さ

らに，損失金１億円以上の巨額損失組合の

割合では，東北，九州では９％以上であり，

他地域に比べて突出している。他

方，損失金／剰余金の比率が著し

く低い東海（10.7％），北陸（15.4％）

では，損失発生組合の割合はそれ

ぞれ2.6％，6.1％にとどまる。

以上のように，東北，九州では

農協全般的に経営悪化が進行して

おり，巨額損失組合の発生も多い。

これに対して関東，東海，北陸の

農協では経営成果水準が高く損失

組合も少ない。そして北海道，近

畿，中四国では，東北のように農

協全般的に経営悪化は進行してい
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資料　第１表に同じ    �
（注）１　当期損失金/当期剰余金は,それぞれの９６～０１年の平均値で算出

した。同様に,当期損益の対自己資本比率でも,算出の分母は同期間
平均の自己資本（再評価差額金を除く）で求めた。但し,損失組合の
割合は,各年度ごとの計算値（割合）を平均して算出した。�
２　「関東」には東山,静岡を含む。また,「全国」には沖縄を含む。以下
の表も同じ。　�

第4表　当期損益の対自己資本比率等（９６～０１年平均）�
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ないものの，経営成果水準の高い農協と低

い農協が拮抗的に併存している状況にあ

る。

（２） 内部留保形成の大きな地域間格差

ところで，経営成果水準の格差は，直接

的には財務構造に反映する。まず，自己資

本の形成は出資金と内部留保による場合が

ある。90年代は農家経済の悪化傾向を反映

して，増資よりも内部留保による資本形成

が進んだ。いま第５表の期間別指数対比に

よれば，出資金の伸びでは，90年代前半

（95／90年）及び後半（00／95年）において

も地域的格差が小さい。そのなかで，北海

道の低さ（90年代後半で107）と中四国の高

さ（同122）が指摘できる。

他方，自己資本に占める内部留保の割合

（内部留保率）では，地域別に大きな格差が

みられる。00年で内部留保率が5割を下回

る地域は東北25.1％，九州42.3％，北海道

48.9％であり，対照的に東海87.3％，関東

76.6％，近畿75.1％は極めて高い。時系列

的に見てみると，内部留保率はどの地域も

上昇傾向にあるが，全国平均では90年から

00年に6.2％の上昇にとどまる。そのなか

で，特に北陸の上昇幅が11％と大きく，内

部留保率はこの間に43.7％から54.7％へ上

昇している。それは同地域の90年代におけ

る内部留保の急増によるもので，その前半

では指数対比で137，後半でも136と増加幅

が突出して大きい。

対照的に東北では，経営悪化が進行する

90年代後半に内部留保を減少させている

（指数対比で91）。その結果，東北の内部留

保率だけが95年の28 .8％から00年には

25.1％に低下している。同地域のなかでも，

特に内部留保の減少幅が大きい県は岩手，

宮城，秋田である。これらの諸県では，90

年代後半に赤字組合が多く発生して，欠損

補填のために内部留保の取り崩しが顕著で

ある。

なお，内部留保の成長及びその累積的成

果としての内部留保率の上昇

は，基本的には経営損益の成

果水準と下記の配当性向の大

きさによって決まる。

配当性向＝(出資配当金＋特別配当

金)／当期未処分剰余金×100(％)

同表によれば，東海，近畿

の配当性向は低く（それぞれ

8.8％，9.5％），経営成果水準

が高くても内部留保を優先し

ている。これと反対に，北海

道では29.4％であり，組合員
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のさい,内部留保には再評価差額金を除く。また,配当性向とは,（出資配当金+
特別配当金）/当期末処分剰余金（％）をいう。�
２　９５/９０とは,９０年度を１００とした場合の９５年度の相対値（指数）である。００
/９５も同じ含意であり,以下の表でも同様である。�

第5表　出資金の増大及び内部留保率等の推移�

１１３�

１０７�
１１０�
１１１�
１１０�
１１３�
１１７�
１２２�
１１４�

００/９５�

１３．１�

２９．４�
１４．６�
１３．６�
１５．９�
８．８�
９．５�
１３．０�
１４．０�

配当�
性向�

２０００年度（％）�

１．２�

０．８�
０．３�
１．７�
１．２�
３．０�
１．８�
１．４�
０．６�

出資　�
配当率�

１３９�

１２７�
１２４�
１４９�
１３７�
１４２�
１２９�
１３３�
１２４�

９５/９０�

内部留保（指数）� 内部留保率（％）�

１２１�

１２４�
９１�
１２１�
１３６�
１２２�
１２６�
１１３�
１１７�

００/９５�

５９．４�

４１．３�
２７．２�
６９．８�
４３．７�
８３．１�
７１．５�
５７．０�
４０．０�

９０�

６３．９�

４５．１�
２８．８�
７４．７�
４８．６�
８６．２�
７３．６�
５９．８�
４１．４�

９５�

６５．６�

４８．９�
２５．１�
７６．６�
５４．７�
８７．３�
７５．１�
５８．１�
４２．３�

００�



への利益還元志向が強い。他方，出資配当

率では，都市部の組合員の金利選好志向を

反映して，東海が3.0％と突出して高い。

対照的に，経営が悪化していることと，農

村部の金利選好の低さを反映して，東北や

九州では貯金金利に準じて0.3％，0.6％と

低い。

このように，内部留保・自己資本比率に

みる関東，東海，近畿と北海道，東北，九

州での大きな格差は，両者の経営成果水準

や配当性向の相違による相乗的な効果で形

成されたと言える。そして，基本的には内

部蓄積の大きさが資本形成を強く規定して

おり，90年代前半及び後半を通して，関東，

東海，近畿の自己資本の伸びが高く，反対

に北海道，東北，九州が低いという結果に

表れたのであった。

また，内部蓄積力の格差は自己資本形成

への影響を通して，固定比率の地域的差異

となって表れている。90年代の農協の固定

比率は，関東を除いて全国的に低下傾向に

あるが，その水準には大きな地域的格差が

みられる。東北や九州では，それぞれ

62.3％，58.3％（自己資本を固定資産プラス

外部出資で単純に商した百分率）と低く，そ

れは固定資産の伸びに対して内部蓄積形成

（その背景としての収益力）の低さによるも

のである。対照的に関東，東海，近畿は高

く，それぞれ132.3％，152.7％，104.8％で

あり，これは持続的な収益力に規定された

厚い内部留保の形成結果である。

以上のように，遠隔地農村地帯（北海道，

東北，九州）と大都市近郊地帯（関東，東

海，近畿）の農協とでは，90年代半ば以降

において，経営成果水準（収益力）及び財

務の健全性（内部蓄積の大きさ）において

対照的な格差が存在する。それでは，この

ような収益力格差等は，どのような客体的

な諸要因によって形成されたのであろう

か。以下，この点について検討してみよ

う。

（１） バブル崩壊後の事業実績の減少

まず，85年以降の５年置きの期間別指数

対比で，農協主要事業の成長性に関してそ

の地域性を第６表で見てみよう。貯金の場

合，90／85年対比ではバブル経済を反映し

て，どの地域も約３割以上の伸びを示して

いる。そのなかで，指数対比で関東155の

高さと九州129の低さが指摘できる。そし

て，95／90年にはその伸びが全国的に２～

３割強にやや低下し，00／95年になると１

割以下の伸びに鈍化した地域が多数にな

る。両期間とも地域間格差は小さいのだが，

東海の場合，90年代の貯金の増加度が大き

い（前半対比135，後半112）。

他方，貸出金についてはいずれの期間で

も地域間格差が大きい。まず，90／85年対

比の指数では全国平均で111になるが，実

績が伸びたのは関東，東海，近畿の大都市

圏であり，そのなかで関東の145が突出し

ている。他方，その他地域はむしろ減少し

ており，特に遠隔地農村地帯の北海道80，

東北90，九州88の落ち込みが大きい。また，
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95／90年では全国平均が139でありどの地

域も貸出実績を伸ばしたが，大都市圏の関

東154，東海155，近畿158が突出している。

そして00／95年になると，いずれの地域も

まだ伸長しているが，関東の伸びは一転し

て最も低く（108），北陸129や東海126，近

畿127が相対的に高い。

また，共済事業の動向について，同表の

長期共済期末保有契約高で見てみると，貯

金と似たような成長性がみられ，その地域

間格差は小さい。

さらに，表では示さないが，91年から01

年度までの生産資材購買の動向を紹介して

みよう。まず，90年代の対前年比伸び率で

は，多くの地域で91年と96年を除いてマイ

ナスである。期間別の指数対比で見てみる

と，80年代後半（90／85年）ではいずれの

地域でも90以上で地域間格差は小さい。そ

のなかで，中四国と九州が90，91とやや減

少率が高い。90年代前半（95／90年）にな

ると地域間に開きがあり，北海道及び北陸

の106，102に対してその他は減少しており，

特に関東88の減少度が大である。そして，

90年代後半（00／95年）では何れの地域も

減少しており，その度合いは

北海道94，九州93を除いて90

以下の指数になっている。な

かでも東北81の落ち込みが大

きい。90年代を通して見れば，

北海道及び九州の微減に対し

て，東北，関東では90年対比

で00年は約２割の減少幅にな

っている。

また，農産物販売の取扱高では，その時

系列的な伸びや地域性は，上述の生産資材

購買のそれと似ている。90年代後半（00／

95年）に限ってみれば，生産資材と同様に

農産物販売の取扱実績は落ち込むが，期間

対比で全国平均84に対して，東北，北陸，

中四国ではそれぞれ77，72，78であり，こ

の５年間だけで２割以上の減少となってい

る。特に米販売の比重が高い東北，北陸の

場合，米集荷率の低下や米価の低迷が大き

く影響している。

以上のように，北海道や東北，九州では，

90年代後半以降において，主に農業生産

（特に稲作）の縮小や農産物価格の低迷，農

協共販率（特に米集荷率）の低下等により，

農協の事業取扱高の大幅な減少が，販売・

購買事業をはじめ信用・共済事業等の全般

に及んでいる。これに対し，事業基盤を主

に都市経済に依存する南関東，東海，近畿

の農協では，事業面での農業不況の影響が

小さくとどまっていると言えよう。このこ

とが，遠隔地農村地帯と大都市近郊地帯の

農協において，事業総利益の成長性や最終

的な経営成果等の面で，以下に示すような
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大きな格差を形成させている。

（２） 90年代後半の事業総利益の激減

いま，第７表で90年代の事業総利益の伸

びについて，90年代前半（95／90年）と後

半（00／95年）に分けてその地域性を見て

みよう。まず，全部門の事業総利益（期間

対比の指数）で比べると，90年代前半で高

い伸びを見せる地域は，東北112及び北海

道110，九州108であり，反対に減少した地

域は東海94と近畿93であった。後半では，

いずれの地域も事業総利益は減少したが，

特に落ち込みが大きい地域は，前半とは対

照的に東北85と北海道86であり，反対に東

海の減少度合いは97で小さかった。以下，

部門別に詳しく見てみよう。

まず，信用部門では，90年代前半は全国

平均が87と13％減少したのに対して，北海

道117，九州104は増大しており，東北99も

ほぼ横ばいを維持した。反対に大幅に減少

した地域は，北陸80，東海75，近畿75であ

った。そして，90年代後半になると，全く

逆に北海道57，東北76が大幅に減少し，対

照的に北陸91，東海97，近畿90は全国平均

（83）以下の減少にとどまっている。信用

部門は，農協一般において事業総利益での

比重が大きいため，後述のように，当該部

門の減益の度合いが各地域の最終経営成果

の水準を強く規定している。

他方，共済部門は地域間格差が小さく，

いずれの地域も90年代前半は20％以上の高

い伸びを見せ，90年代後半には横ばいに転

じている。また，購買部門も地域間格差は

小さく，一様に90年代前半は微増で，後半

は大幅に減少している。販売部門は，90年

代前半は横ばい傾向が支配的だが，東北

106と近畿105がやや増大した。後半は，横

ばいの北海道を除いて一様に減少したが，

米販売の比重が高い東北79と北陸77では大

きく落ち込んでいる。

次に，90年代後半の事業総利益の動向に

しぼって地域別の特徴的な点を指摘してみ

よう。まず，北海道では，上述のように信

用事業総利益が95年から00年の間に△43％

と大幅に減少させている。また，事業総利

益の34.0％（00年）を占める購買部門は，

90年代で最大実績時の93

年以後は減少傾向にあ

り，00年には93年時の

21.5％減になっている。

東北は，90年代後半で

は共済を除く全部門で事

業総利益を大きく減少さ

せている。具体的には，

販売部門はピーク時の95

年に対して00年は20.9％

農林金融2004・5
50 - 300

９５/９０�
００/９５�

対比�
年度�

９５/９０�
００/９５�
９５/９０�
００/９５�
９５/９０�
００/９５�
９５/９０�
００/９５�

１０２�
８９�

全国�

８７�
８３�
１２６�
１０２�
１０６�
８２�
９９�
９１�

１１０�
８６�

北海道�

１１７�
５７�
１２２�
９８�
１０５�
８４�
９９�
１００�

１１２�
８５�

東北�

９９�
７６�
１２４�
１０２�
１１３�
７９�
１０６�
７９�

１０１�
８８�

関東�

８９�
８３�
１２９�
１０１�
１０４�
８０�
９４�
９２�

１０１�
８９�

北陸�

８０�
９１�
１２７�
１０２�
１０８�
７８�
９４�
７７�

９４�
９７�

東海�

７５�
９７�
１２７�
１０６�
１０８�
８８�
９８�
９９�

９３�
９２�

近畿�

７５�
９０�
１２９�
１０２�
１０２�
８０�
１０５�
８９�

１０１�
９１�

中四国�

８６�
８６�
１２１�
１００�
１０５�
８３�
１００�
９７�

１０８�
９１�

九州�

１０４�
８３�
１２１�
１０３�
１０４�
８３�
９６�
９６�

全部門�

信用�

共済�

購買�

販売�

第7表　事業総利益増減（指数）の地域別動向�

資料　第１表に同じ�



の減少であり，購買部門も最大時の94年に

対して00年は24.8％の減，また，信用部門

では95年の最大実績に対して00年は24.8％

の減少になっている。この背景には，93年

の米の大凶作や直後の減反緩和，95年の新

食糧法施行以後の計画外流通の拡大，98年

までの米価の高さとそれ以後の大幅下落，

再び減反拡大という，米の生産・販売の変

動が強く影響している。

北陸は，東北と似て購買・販売部門の減

少幅が顕著で，ピーク時の93年の対比で00

年はそれぞれ26.5％及び36.4％減である。

但し，信用部門の減少幅が全国平均（95／

00年の指数83）に比べて91と小さい。これ

は，東北と同様に農業（特に米）生産の縮

小で購買・販売事業が大きな影響を受けて

も，北陸の場合，相対的に兼業機会に恵ま

れ，農外所得水準が高いという地域条件が

反映している。

関東，近畿では，購買部門の減少幅が大

きく，00年の事業総利益はピーク時の93年

との対比でそれぞれ25.5％，25.4％減とな

っている。但し東海では，共済部門の伸び

が顕著で，00年と90年対比で34.9％増，95

年対比でも5.9％増となっている。そして，

他地域が90年代後半に大幅減少させた他部

門においても微減にとどまっている。特に

信用部門は，95／00年の対比で97とその減

少幅が小さい。中四国，九州は，販売部門

は微減（それぞれ97，96）にとどまり，そ

の他部門は全国平均的な傾向にある。

以上のように，90年代後半の販売・購買

部門の事業総利益は，東海を除くいずれの

地域も大幅に減少させている。そして，事

業総利益の伸びでの地域間格差は，基本的

に信用部門の動向に左右されていることが

分かる。そこで，特に信用部門収支の地域

性やその諸要因について詳しく検討してみ

よう。

（３） 信用部門の収益性格差と要因

前述のように，90年代後半の信用事業総

利益の伸びでは，北海道，東北が大幅に低

下しており，これに対して北陸，近畿は1

割程度の減少，東海はほぼ横ばい，中四国，

九州は全国平均的という地域性がみられ

た。その信用部門の事業総利益は主に運用

純収益（資金運用収益－資金調達費用）に依

存し，さらにそれは利ざやや貯貸率，貸出

伸長，不良債権・貸倒償却の大きさ等によ

って左右される。以下，このような観点か

ら，それぞれの動向について順に追跡して

みよう。

まず，第８表に依拠して，00年時点での

資金運用の地域性を見てみよう。これによ

れば，北海道，東北，関東，九州では貯貸

率が35％以上で，他地域の27％以下台とは

やや開きがある。そして，北海道，東北，

九州では，運用収入の割合で貸出利息が７

割以上を占めている。なお，表中には示し

ていないが，時系列でみると遠隔地農村地

帯及び関東は，90年代に入って貯貸率を低

下させており，近年，その他地域との格差

が縮小傾向にある。

次に，95年と00年の対比で貯貸・貯預利

ざや（貯金に対する貸出金・預金の利回り差）
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の地域性を見てみよう。北海道では，貯預

利ざやが大幅に低下し，95年の0.23％から

00年には△0.17％へと逆ざやに転じてい

る。そして，表中にはないが運用収益に占

める預金利息割合は，95年の38.1％から00

年にはわずか6.6％に低下している。この

ことが北海道では，この間の運用純収益及

び信用事業総利益が大幅に減少した要因の

一つである。また，東北では，貯貸利ざや

の減少が△1.16％と全国平均の２倍弱の低

下幅となり，00年の運用純収益ひいては事

業総利益の減少（対95年比△20％，△24％）

に直結した。

これに対して東海では，貯貸利ざ

やの低下は全国平均を下回る△

0.37％（00年）と微減にとどまり，

一方で貯預利ざやは，他地域がすべ

て低下しているのに対し95年の水準

を維持している。このことが運用純

収益を維持し，この間の事業総利益

の減少幅を△３％の微減に押し止め

ている。

また，第９表の信用部門の貸倒引

当金や「その他経常収支差額」

（信用事業の「その他経常収

益」－「同費用」）の比重で，

不良債権処理負担の大きさを

地域別に見てみよう。比較す

る年度は96年と00年である。

これによれば，北海道が貸倒

引当金比率（引当金／貸出金

平残）及び「その他経常収支

差額／信用事業総利益」の比

率（絶対値）ともに急増しており，後者は

00年度で△42.6％にもなっている。このこ

とが北海道では，信用事業総利益の大幅減

益に決定的な影響を与えた二つ目の要因で

ある。似たような事情は九州についても当

てはまる。これに対して，北陸，東海の場

合は，貸倒引当金及び「その他経常収支差

額」ともにその比重や増加の程度も低い。

以上のように，90年代半ば以降の北海道，

東北における信用事業総利益の大幅な減少

は，前者では貯預利ざやの大幅な低下と不

良債権の急増が，後者では貯貸利ざやの顕

著な低下がもたらしたのであった。そして，
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５．８�
５．６�
１０．０�
６．７�
５．８�
４．１�

全国�

北海道�
東北�
関東�
北陸�
東海�
近畿�
中四国�
九州�

資料　第１表に同じ    

第9表　信用貸倒引当金比率の増減等（地域別）�

信用貸倒引当金比率�
（引当金/貸出金平残）�

９６年度�
（ａ）�

０．９�

０．９�
１．０�
０．９�
０．６�
０．８�
１．０�
０．９�
１．１�
�

００�
（ｂ）�

２．４�

４．４�
１．７�
２．３�
０．９�
２．１�
２．４�
１．７�
３．７�

「その他経常収支差額」対�
信用事業総利益の比率�

増減�
（ｂ-ａ）�

９５�
（ｃ）�

００�
（ｄ）�

増減�
（ｄ-ｃ）�

１．５�

３．５�
０．７�
１．４�
０．３�
１．２�
１．４�
０．８�
２．７�

△２．７�

△０．３�
△１．９�
△４．０�
０．８�
△５．４�
△３．４�
１．９�
△４．７�

△１６．２�

△４２．６�
△１４．８�
△１７．６�
△７．０�
△１１．０�
△１２．４�
△７．８�
△１５．２�

△１３．５�

△４２．３�
△１２．９�
△１３．６�
△７．８�
△５．６�
△９．０�
△９．７�
△１０．５�

（単位　％）



東海，近畿，北陸で信用事業総利益の伸び

が横ばいないし小幅な減少にとどまった理

由は，貯預利ざやの伸びが横ばいないし小

幅の低下であり，また，貸倒償却負担の水

準が低くその増加も小さいことにあった。

特に，東海では貯貸利ざやも微減にとどま

り，貸倒償却負担も小さいため，90年代半

ばの運用純収益ないし事業総利益の高水準

をその後も維持できたのであった。

（１） 人件費，職員の削減

上述のように，遠隔地農村地帯の農協で

は，90年代後半において，事業取扱実績な

いし事業総利益の大幅な減少に直面した

が，これにはどのような経営対応を見せて

いるのであろうか。東北を主な比較の対象

として地域的特徴をとらえてみたい。

いま第10表で，事業管理費及び人件費等

の動向について，その地域性を90年代前半

（91～95年平均）と後半（96～01年平均）の

対比で見てみよう。まず東北では，90年代

前半に人件費の年平均伸び率が3.0％と最

も高かったが，後半になって△2.6％と反

対に人件費の減少幅が最も大きい。この傾

向は事業管理費の伸びについても当てはま

る。東北におけるこのような人件費，事業

管理費の顕著な削減は，前述の90年代後半

における事業総利益の大幅な減少（年平均

△3.5％）に対応している。北海道もほぼ似

たような事情にある。これと対照的に東海

では，前半の人件費，事業管理費の年平均

伸び率（1.8％，2.1％）は低く，90年代後半

ではその減少幅（△0.8％，△0.5％）が小さ

い。近畿も同様な傾向にある。

また，同表で職員数（常勤職員）の動向

を見てみると，全国平均で前半（90～95年）

では横ばい（指数対比で100）であるが，後

半（95～00年）では90でありいずれの地域

も減少させている。そのなかでも，95／00

年の対比で，北海道，東北が86，88とその

減少幅が特に大きい。さらに，同期間で部

門別の増減を見てみると，共済部門のみが

増大しており（全国平均19％増），その増加

幅は東北(26％)，東海(24％)，近畿(23％)，

北陸(22％)が大きい。総職員数を削減して

いるもとでの共済担当職員の増大は，支店

や購買店舗等の統廃

合によって生じた余

剰職員が，共済渉外

等にかなり振り向け

られたことを推測さ

せる。

以上のように，

東北や北海道では，

90年代後半の事業全
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５　農協の事業不振への対応

資料　第１表に同じ�
（注）　事業総利益,事業管理費,人件費の各伸び率の平均値は,各年度ごと伸び率の平均値である。�

第10表　地域別の事業管理費, 人件費の伸び率等�

全国�

事業総利益�
事業管理費�
人件費�

事業総利益�
事業管理費�
人件費�

職員数�
（指数）�

９１～９５年度�
伸び率�
（平均値）�

９６～０１�
伸び率�
（平均値）�

９５/９０�
００/９５�
�

０．５�
２．２�
２．１�

△２．６�
△１．５�
△１．６�

１００�
９０�

東北�

２．３�
２．９�
３．０�

△３．５�
△２．５�
△２．６�

１００�
８８�

関東�

０．３�
２．５�
２．２�

△２．７�
△１．６�
△１．７�

１０１�
９１�
�

北陸�

０．３�
２．０�
２．１�

△２．３�
△１．９�
△２．０�

１００�
９０�

東海�

△１．２�
２．１�
１．８�

△２．１�
△０．５�
△０．８�

１０３�
９３�

近畿�

△１．３�
１．２�
１．２�

△１．９�
△０．９�
△１．１�

９８�
９１�

九州�

１．５�
２．１�
２．２�

△１．１�
△１．４�
△１．６�

９９�
９１�

北海道�

２．０�
２．４�
２．２�

△２．７�
△１．９�
△１．８�

１０２�
８６�

中四国�

０．３�
２．０�
１．８�

△３．１�
△０．８�
△１．４�

９８�
９２�

（単位　％）�



体の不振を，人件費（職員数）の大幅な削

減や共済推進の強化でカバーしようとして

きたことが明瞭である。

（２） 事業連からの利益還元の留保志向

ところで，90年度末以降，農協は事業連

からの推進・奨励費及び配当等への依存を

強めている。いま，事業連からの「推進・

奨励費受入・支払差額＋受入特別配当金」

を「還元利益」とすると，その大きさは95

年を100とした指数対比で99年106，00年

132，01年112となっている。
（注２）

ここで，第11

表で「還元利益」の地域性について見てみ

たい。これによれば，90年代後半に東北，

北陸は95年水準よりも低く推移しているの

に対し，北海道，関東，九州は増大傾向に

ある。また，95～01年平均の「推進・奨励

費留保率」（受入・支払差額／受入額）で対

比すれば，北海道，東北がそれぞれ30.5％，

41.3％と低く，対照的に関東，北陸，東海，

近畿，中四国は65％以上の高さである。こ

れだけをみれば，前者は事業連からの還元

利益を組合員に還元している度合いが大き

いと言えよう。

ここで，還元利益の地域的な大きさをと

らえるために，自己資本及び事業総利益で

商した「還元利益率」で比べてみよう。同

表によれば，北海道は上述の「留保率」の

極端な低さ，東北は事業連の利益還元額の

減少傾向を反映して，両者の還元利益率は

いずれも４％以下の低さにある。逆に，九

州を除く他の地域は相対的に高く，そのな

かでも特に中四国の還元利益率（対自己資

本10.2％，対事業総利益15.1％）や近畿（同

6.4％，13.7％）が顕著である。これらの地

域性は，基本的には各府県等事業連の利益

還元能力の格差を反映している。

また，共済付加収入に対する推進費の比

率で比べると，00年度では北海道の極端な

低さ（3.2％）を除けば，地域間に大きな格

差はみられない。但し，95年と01年を比べ

た時系列でみると，おおよそいずれの地域

も低下させている。なかでも東北の場合，

9.0％から6.3％に急低下しており，最近の

事業不振に直面

して農協内部の

利益留保志向を

強めている。

（注２）95年度以降
の『総合農協統計
表』には，「補助
金・助成金等」の
項目に，「受入推
進・奨励費」「受
入 特 別 配 当 金 」
「支払推進・奨励
費」の統計欄があ
る。ここでいま，
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全国�

北海道�
東北�
関東�
北陸�
東海�
近畿�
中四国�
九州�

資料　第１表に同じ�
（注）　還元利益,推進・奨励費留保率,還元利益率の定義は本文中に記す。また,還元利益率（９５～０１年

度平均）は各年度ごとの当該値を平均化した数値である。�

第11表　事業連からの利益還元の推移�

還元利益の指数（９５年＝１００）�

９５�

１００�

１００�
１００�
１００�
１００�
１００�
１００�
１００�
１００�
�
�

９６�

１０５�

９６�
８６�
１０８�
８６�
１２３�
１１３�
９９�
１０４�

９７�

１０４�

９１�
７９�
１０５�
８２�
１２４�
１１６�
１０３�
９９�

９８�

１０３�

１１３�
６４�
１１１�
８１�
１１５�
９８�
９０�
１３２�

９９�

１０６�

１１５�
８２�
１１３�
８８�
１１５�
１０７�
９６�
１３９�

００�

１３２�

１２５�
９３�
１２７�
１０４�
１８２�
８９�
１０８�
３６２�

０１�

１１２�

１５４�
１０４�
１２７�
９４�
１２８�
７５�
１０３�
１６７�

９．６�

３．９�
３．７�
９．８�
９．３�
１１．８�
１３．７�
１５．１�
６．２�
�

７．１�

３．１�
９．０�
８．１�
５．２�
６．４�
７．７�
６．８�
５．２�

還元利益率�

９５～０１年平均（％）�共済推進費/�
付加収入（％）�

対事業�
総利益�

対自己�
資本� ９５�

５．３�

２．１�
３．０�
４．６�
５．８�
４．６�
６．４�
１０．２�
５．０�

推進・�
奨励費�
留保率�

６６．９�

３０．５�
４１．３�
６５．５�
７４．１�
６９．３�
７２．１�
７８．０�
５７．４�

５．４�

３．２�
６．３�
５．９�
４．５�
４．５�
５．８�
５．３�
５．０�

０１�



事業連の推進・奨励費の受入れと組合員等への
支払いの差額を「留保額」として，これに受入
配当金を加算した金額は，農協内部に留保され
た「還元利益」と呼ぶことにしたい。それは，
事業連からの利益還元の大きさを示す徴表とし
てみることができよう。

（３） 経営合理化による部門労働生産性

の動向

また，事業実績減少への対応として，い

ずれの地域でも支店・施設の統廃合等が進

展している。その経営合理化の成果として，

第12表で各地域の部門別労働生産性の動向

を見てみよう。まず，全部門労働生産性で

は，90年代前半（95／90年対比）は北海道

108，東北112，九州109で生産性の上昇が

大きい。対照的に東海91，近畿95では低下

している。東海・近畿の生産性が低下した

要因は，信用部門の大幅な生産性低下（そ

れぞれ76，77）にある。他方，前者の生産

性上昇要因は地域によって異なる。北海

道・九州の場合は信用部門の大幅な上昇

（117，109）であり，これに購買部門106，

103が貢献している。これに対して東北で

は，もっぱら購買部門の生産性上昇（115）

が大きく貢献した。

一方，90年代後半（00／95年対比）の全

部門生産性の増減では地域間格差が小さ

い。そのなかで東北がやや低下し（96），

東海がやや上昇している（105）。但し，部

門別に見てみると地域間で大きな格差があ

る。まず，販売部門では，北海道，東海の

上昇幅が大きく（108，112），反対に東北，

北陸の低下幅が大きい（いずれも92）。また，

購買では北海道，東海の生産性上昇幅が大

きく（115，112），東北，北陸では低下させ

ている（いずれも94）。そして，信用部門で

は北海道が大幅に低下し（61），全国平均

でも９％低下しているのに対して，東海及

び近畿ではむしろ上昇している（それぞれ

104，102）。特に注目すべきは共済部門で

あり，いずれの地域も生産性を低下させて

いるのだが，特に東北では95年対比で00年

の指数81とその下落幅が大きい。

以上のように，生産性の動向は部門や地

域によって多様だが，90年代後半では，事

業部門全体的には東北の減少傾向が目立

つ。東北では，農業不況の影響で全般的な

事業不振に直面し，主に共

済推進の強化で対応しよう

としている。但し近年，共

済部門の大幅な労働生産性

低下にみられるように，共

済依存型の農協経営が限界

になりつつある。
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９５/９０�
００/９５�

対比�
年度�

９５/９０�
００/９５�
９５/９０�
００/９５�
９５/９０�
００/９５�
９５/９０�
００/９５�

１０２�
９８�

全国�

８９�
９１�
１０１�
８６�
１０７�
１０１�
９７�
１００�

１０８�
１００�

北海道�

１１７�
６１�
９９�
８８�
１０６�
１１５�
８８�
１０８�

１１２�
９６�

東北�

１０１�
８３�
１０１�
８１�
１１５�
９４�
９８�
９２�

１００�
９７�

関東�

９０�
９０�
１０２�
８６�
１０５�
９９�
９８�
９９�

１０２�
９９�

北陸�

８２�
９９�
９７�
８４�
１１１�
９４�
１０５�
９２�

９１�
１０５�

東海�

７６�
１０４�
１０３�
８５�
１０４�
１１２�
９９�
１１２�

９５�
１０１�

近畿�

７７�
１０２�
１０４�
８３�
１０６�
１０４�
１０５�
９７�

１０３�
９９�

中四国�

８９�
９３�
９７�
８６�
１０７�
１００�
９９�
１０６�

１０９�
１０１�

九州�

１０９�
９２�
１０１�
９２�
１０３�
１０２�
９１�
１０４�

合計�

信用�

共済�

購買�

販売�

第12表　部門労働生産性の期間別指数（地域別）�

資料　第１表に同じ�



大都市部と地方農村部の経済格差の拡大

に加えて，90年代半ば以降の農業不況の深

化は，農家経済の悪化を反映して，大都市

周辺(太平洋ベルト）地帯の農協経営財務の

良さとは対照的に，遠隔地農村地帯（北海

道，東北，九州）の農協経営の悪化が顕著

に進行している。具体的には以下のような

様相を呈している。

まず，90年代後半の事業取扱高や事業総

利益の減少に対して，多くの地域で広域農

協合併を契機として，要員削減やパート化，

賃金抑制，支店・施設統廃合等のリストラ

によって対応しようとする傾向が顕著であ

る。また，その支店統廃合等によって生じ

た余剰職員を，生産性の最も高い共済部門

に向けるなど，共済推進の偏重がみられ

る。

但し，遠隔地農村地帯の農協では，主に

地域農業に依存した事業基盤の縮小による

事業成長性・収益性低下を，一連のリスト

ラや共済推進の強化で回避することはでき

ないでいる。そして，全国的に農協の多く

の部門生産性は，90年代後半になって大幅

に減少した。とりわけ，推進体制を強化し

た共済部門の生産性低下が大きく，全国平

均で01年にはマイナスに転ずる。いわば，

共済部門の限界労働生産性はゼロ以下にな

ってきており，共済依存型の農協経営の限

界が表れている。その傾向が最も顕著であ

る地域が東北である。

また，事業損益の減少・赤字に対して，

事業連からの推進・奨励費や共済付加収入

の「農協内留保」を高めることによって，

経常利益や剰余金を捻出しようとする傾向

もみられる。但し，遠隔地農村地帯では，

そもそも収益力（すなわち還元力）の低い

小規模の県事業連が多く，その還元利益に

強く依存することはできない。これらの事

情から，多くの農村農協の当期損益は著し

い悪化に陥っているのであった。

以上のように，バブル破綻後，農協事業

は停滞局面に移行するのだが，90年代半ば

以降の経営損益状況でみれば，農協の経営

悪化が著しく進行している地域は，主に東

北や北海道，九州（沖縄）の遠隔地農村地

帯である。今後とも地方経済や農業経済環

境の厳しさを展望すると，経済立地条件の

不利な中山間地農村の農協を中心として経

営悪化がさらに進み，とりわけ東北，九州

では経営困難に至る組合の発生・増加が懸

念される。そして，高齢社会化が進行して

いる農村の保険市場では，もはや共済に依

存した経営展開に農村農協の展望は無い。

また，非農家世帯が多数を占め，管内人口

も増えている都市部の農協とは異なって，

過疎地域も含む農村農協では，（元）農家

の賃貸住宅建設の促進や員外向け住宅ロー

ン市場への進出によって，信用部門の収益

拡大をねらう展開方向も制約されている。

このような地域条件から，農村農協が農

業・農家経済を主な事業基盤とせざるを得

ない限り，地域農業や農業経営の存続・発
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展の取り組み無しに農協経営の展望もな

い。その意味で，昨年の全国農協大会で掲

げた系統経済事業の改革は，とりわけ農村

地域の農協でこそ，取り組みの喫緊性と重

要性があると言えよう。

ところで，中山間地域であっても，経営

成果水準や生産性の高い農協もみられる。

例えば県単位で比べると，中山間地町村が

多い長野県下の農協の経営財務状況は，大

都市近郊地帯の農協と見劣りがしない。こ

のことは，農協の経営改善において，単純

に地域経済条件に規定されない主体的な経

営努力や工夫の余地の大きいことを示して

いる。経営成果を規定する主体的な諸要因

の解明については，改めて別途の機会に試

みてみたい。

（あおやぎひとし）
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